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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、潤滑剤を含有し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して
出力した場合においても画像品質の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーの製造方法を
提供することである。
【解決手段】本発明の静電荷像現像用トナーの製造方法は、少なくとも結着樹脂及び着色
剤を含有するトナー母体粒子と、潤滑剤粒子と、を含有する静電荷像現像用トナーの製造
方法であって、脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを
混合して前記潤滑剤粒子を調製する工程と、前記トナー母体粒子に前記潤滑剤粒子を添加
する工程と、を有し、前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、
１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の範囲内であることを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも結着樹脂及び着色剤を含有するトナー母体粒子と、潤滑剤粒子と、を含有す
る静電荷像現像用トナーの製造方法であって、
　脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを混合して前記
潤滑剤粒子を調製する工程と、
　前記トナー母体粒子に前記潤滑剤粒子を添加する工程と、を有し、
　前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以
上の範囲内であることを特徴とする静電荷像現像用トナーの製造方法。
【請求項２】
　前記潤滑剤粒子の添加量が、前記トナー母体粒子１００質量部に対して０．０１～２．
００質量部の範囲内であることを特徴とする請求項１に記載の静電荷像現像用トナーの製
造方法。
【請求項３】
　前記潤滑剤粒子中の前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の含有量が
、前記潤滑剤粒子１００質量部に対して３～５０質量部の範囲内であることを特徴とする
請求項１又は請求項２に記載の静電荷像現像用トナーの製造方法。
【請求項４】
　前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、４１ｍｇＫＯＨ／ｇ
以下の範囲内であることを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の
静電荷像現像用トナーの製造方法。
【請求項５】
　前記脂肪酸金属塩が、ステアリン酸亜鉛を含有することを特徴とする請求項１から請求
項４までのいずれか一項に記載の静電荷像現像用トナーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電荷像現像用トナーの製造方法に関する。本発明は、特に、潤滑剤を含有
し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して出力した場合においても画像品質の低下
を抑制できる静電荷像現像用トナーの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真方式の画像形成装置では、感光体上に潤滑剤を供給して感光体とクリー
ニングブレードとの摩擦力を小さくすることで、静電荷像現像用トナー（以下、単に「ト
ナー」ともいう。）のすり抜けを防止したり、感光体の耐摩耗特性を向上させたりするこ
とが知られている。潤滑剤を感光体表面に供給する方法には大きく分けて、（１）アプリ
ケーターにより感光体表面に供給する方法、（２）潤滑剤を感光体の感光層又は表面層に
含有させる方法、及び（３）トナーを含む現像剤に潤滑剤を添加する方法、の３種類が知
られている。
【０００３】
　上記（１）の方法としては、例えば、感光体の回転方向において中間転写体よりも下流
側であってクリーニングブレードよりも上流側に、潤滑剤の塗布装置を設置する技術が提
案されている（例えば、特許文献１参照。）。この方法によれば、感光体表面に均一に潤
滑剤を塗布できるので、出力画像の履歴による影響が小さく感光体表面の全体で潤滑剤の
効果を発揮させることができるが、装置の大型化と複雑化が避けられないという問題があ
る。更に、塗布部材が劣化すると潤滑剤の塗布ムラが生じたり、潤滑剤の補給手段が別途
必要になったりする等、装置や保守整備が煩雑化するという問題がある。
【０００４】
　上記（２）の方法としては、例えば、潤滑剤を感光体の表面層に含有させる技術が提案
されている（例えば、特許文献２参照。）。この方法は、帯電及び露光の繰り返しによっ
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て感光体表面に生じる窒素酸化物や親水性化合物の除去効果（リフレッシュ性）を向上さ
せる一定の効果を有している。しかしながら、潤滑剤粒子が含有されていると感光体の表
面が不均一になるので、帯電特性や感度特性等の電気特性が低下し、画像欠陥が生じやす
くなる。また、潤滑剤粒子の存在の有無により局所的に硬さが異なるので、画像履歴（画
像部と非画像部）に依存して感光体表面の摩耗量や電気特性のばらつきが生じ、画像流れ
を抑制することが困難となる場合がある。
【０００５】
　上記（３）の方法としては、例えば、トナーに外添剤として潤滑剤を添加する技術が提
案されている（例えば、特許文献３参照。）。この方法は、装置の小型化を図ることがで
きる点、感光体上に簡便に潤滑剤を供給することができる点等の利点を有し、クリーニン
グブレード等の各部材の耐久性を考慮すると、この方法が最も好ましい。また、トナーに
添加される潤滑剤としては、脂肪酸金属塩、脂肪酸アミド、脂肪酸エステル、ワックス等
が挙げられるが、摩擦を低減する効果や撥水性という観点から脂肪酸金属塩が広く用いら
れている。
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献３に記載の技術によれば、潤滑剤が感光体から剥離するこ
とにより発生する塗布量ムラの抑制に対して、十分な効果が得られない。具体的には、電
子写真プロセスにおける転写・クリーニング工程において、ドラム表面に擦過力が働いた
際に潤滑剤が剥離するが、画像面内において印字率が高くトナー量の多い部分は、印字率
が低くトナー量の少ない部分よりも相対的に擦過力が大きくなり、剥離されやすくなる。
そのため、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して出力した場合に、出力履歴に応じ
て感光体上の潤滑剤の塗布ムラが発生し、形成された画像上で濃度ムラが視認されてしま
う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００２－３６５９７３号公報
【特許文献２】特開昭６３－２４４０３９号公報
【特許文献３】特開平１－２８１４５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、潤滑剤を含
有し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して出力した場合においても画像品質の低
下を抑制できる静電荷像現像用トナーの製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討した結果、脂肪酸
金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを混合して潤滑剤粒子を
調製する工程と、トナー母体粒子に潤滑剤粒子を添加する工程とを有し、当該ポリエチレ
ン及びポリプロピレンの酸価が、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の範囲内であることで、画像面内
で印字率差の大きい画像を連続して出力した場合においても画像品質の低下を抑制できる
静電荷像現像用トナーを製造できることを見いだした。
　すなわち、本発明に係る課題は、以下の手段により解決される。
【００１０】
　１．少なくとも結着樹脂及び着色剤を含有するトナー母体粒子と、潤滑剤粒子と、を含
有する静電荷像現像用トナーの製造方法であって、
　脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを混合して前記
潤滑剤粒子を調製する工程と、
　前記トナー母体粒子に前記潤滑剤粒子を添加する工程と、を有し、
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　前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以
上の範囲内であることを特徴とする静電荷像現像用トナーの製造方法。
【００１１】
　２．前記潤滑剤粒子の添加量が、前記トナー母体粒子１００質量部に対して０．０１～
２．００質量部の範囲内であることを特徴とする第１項に記載の静電荷像現像用トナーの
製造方法。
【００１２】
　３．前記潤滑剤粒子中の前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の含有
量が、前記潤滑剤粒子１００質量部に対して３～５０質量部の範囲内であることを特徴と
する第１項又は第２項に記載の静電荷像現像用トナーの製造方法。
【００１３】
　４．前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、４１ｍｇＫＯＨ
／ｇ以下の範囲内であることを特徴とする第１項から第３項までのいずれか一項に記載の
静電荷像現像用トナーの製造方法。
【００１４】
　５．前記脂肪酸金属塩が、ステアリン酸亜鉛を含有することを特徴とする第１項から第
４項までのいずれか一項に記載の静電荷像現像用トナーの製造方法。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、潤滑剤を含有し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して出力し
た場合においても画像品質の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーの製造方法を提供す
ることができる。
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、明確にはなっていないが、以下の
ように推察している。
　潤滑剤粒子に、酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であるポリエチレン及びポリプロピレンの
少なくとも一方を含有させて静電荷像現像用トナーを製造することで、当該静電荷像現像
用トナーを使用した際に、潤滑剤の感光体上への付着力が向上し、転写・クリーニング工
程における潤滑剤の剥離むらを低減することができる。これは、ポリエチレン・ポリプロ
ピレンが有する高極性部（例えば、カルボキシ基等。）が感光体表面の官能基に対して親
和性を示し、ポリエチレン・ポリプロピレンのアルキル基が脂肪酸金属塩のアルキル部に
親和性を示すため、感光体への潤滑剤の付着力が向上したことに起因すると考えている。
よって、本発明によれば、潤滑剤を含有し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続して
出力した場合においても画像品質の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーを製造するこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の静電荷像現像用トナーの製造方法は、少なくとも結着樹脂及び着色剤を含有す
るトナー母体粒子と、潤滑剤粒子と、を含有する静電荷像現像用トナーの製造方法であっ
て、脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを混合して前
記潤滑剤粒子を調製する工程と、前記トナー母体粒子に前記潤滑剤粒子を添加する工程と
、を有し、前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、１ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ以上の範囲内であることを特徴とする。この特徴は、各請求項に共通する又は対応
する技術的特徴である。
　本発明においては、前記潤滑剤粒子の添加量が、前記トナー母体粒子１００質量部に対
して０．０１～２．００質量部の範囲内であることが好ましい。これにより、感光体に対
するポリエチレン及びポリプロピレンの付着力向上効果が十分に得られるとともに、感光
体とポリエチレン及びポリプロピレンとの付着力が大きくなり過ぎず、潤滑剤の入れ替わ
りが十分に起きて、画像品質を更に向上できる静電荷像現像用トナーを製造できる。
　また、本発明においては、前記潤滑剤粒子中の前記ポリエチレン及びポリプロピレンの
少なくとも一方の含有量が、前記潤滑剤粒子１００質量部に対して３～５０質量部の範囲
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内であることが好ましい。これにより、感光体に対するポリエチレン及びポリプロピレン
の付着力向上効果が十分に得られるとともに、感光体とポリエチレン及びポリプロピレン
との付着力が大きくなり過ぎず、潤滑剤の入れ替わりが十分に起きて、画像品質を更に向
上できる静電荷像現像用トナーを製造できる。
　また、本発明においては、前記ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸
価が、４１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の範囲内であることが好ましい。これにより、感光体とポ
リエチレン及びポリプロピレンとの接着力が大きくなり過ぎず、潤滑剤の入れ替わりが十
分に進み、画像品質を更に向上できる静電荷像現像用トナーを製造できる。
　また、本発明においては、前記脂肪酸金属塩が、ステアリン酸亜鉛を含有することが好
ましい。これにより、潤滑剤粒子が延展しやすく、画像品質を更に向上できる静電荷像現
像用トナーを製造できる。
【００１７】
　以下、本発明とその構成要素、及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な
説明をする。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上
限値として含む意味で使用する。
【００１８】
《静電荷像現像用トナーの製造方法》
　本発明の静電荷像現像用トナーの製造方法は、少なくとも結着樹脂及び着色剤を含有す
るトナー母体粒子と、潤滑剤粒子と、を含有する静電荷像現像用トナーの製造方法であっ
て、脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方とを混合して潤
滑剤粒子を調製する工程と、トナー母体粒子に潤滑剤粒子を添加する工程と、を有し、当
該ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方の酸価が、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の
範囲内であることを特徴とする。
【００１９】
《潤滑剤粒子》
　本発明の方法で製造する静電荷像現像用トナーには、潤滑剤粒子が含有されている。潤
滑剤粒子は、脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方と、を
含有する。
　潤滑剤粒子がトナー母体粒子とともに感光体上に供給されると、クリーニングブレード
によって感光体上に延展され、クリーニングブレードと感光体表面との摩擦を低減するこ
とによって、感光体上の転写残トナー（転写媒体に転写されずに感光体上に残ったトナー
）のクリーニング性を向上させる。
【００２０】
　潤滑剤粒子は、脂肪酸金属塩と、ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方と
を混合して調製することができる。両者の混合方法としては、乾式混合及び溶融混合のい
ずれであっても良い。
【００２１】
　潤滑剤粒子中のポリエチレン及びポリプロピレンの含有量の合計は、潤滑剤粒子１００
質量部に対して、３～５０質量部の範囲内であることが好ましく、より好ましくは１０～
２０質量部である。ポリエチレン及びポリプロピレンの含有量の合計が３質量部以上であ
ると、感光体に対するポリエチレン及びポリプロピレンの付着力向上効果が十分に得られ
る。一方、ポリエチレン及びポリプロピレンの含有量の合計が５０質量部以下であると、
感光体とポリエチレン及びポリプロピレンとの付着力が大きくなり過ぎず、潤滑剤の入れ
替わりが十分に起き、画像ボケが発生しにくくなる。
【００２２】
　潤滑剤粒子の添加量としては、トナー母体粒子１００質量部に対して０．０１～２．０
０質量部の範囲内が好ましく、０．１０～１．００質量部の範囲内がより好ましい。潤滑
剤粒子の添加量が０．０１質量部以上であると、感光体に対するポリエチレン及びポリプ
ロピレンの付着力向上効果が十分に得られる。一方、潤滑剤粒子の添加量が２．００質量
部以下であると、感光体とポリエチレン及びポリプロピレンとの付着力が大きくなり過ぎ
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ず、潤滑剤の入れ替わりが十分に起き、画像ボケが発生しにくくなる。
【００２３】
［脂肪酸金属塩］
　脂肪酸金属塩には、電子写真方式の画像形成装置において潤滑剤として使用され得る公
知の脂肪酸金属塩（金属石鹸）を用いることができる。脂肪酸金属塩としては、１種類を
用いても良いし、２種類以上を用いても良い。
【００２４】
　脂肪酸金属塩は、脂肪酸の金属塩であり、例えば、脂肪酸と、金属を含むアルカリ性化
合物との中和によって得られる。
　脂肪酸の炭素数は、ポリエチレン又はポリプロピレンとの相溶性の観点及び潤滑剤の延
展性の観点から、１０～３０の範囲内であることが好ましく、１２～２８の範囲内である
ことがより好ましい。脂肪酸としては、例えば、ステアリン酸、パルミチン酸、ミリスチ
ン酸、ラウリン酸、オレイン酸及びベヘン酸等が挙げられる。また、金属としては、例え
ば、亜鉛、マグネシウム、カルシウム、バリウム及びリチウム等が挙げられる。これらの
脂肪酸及び金属から得られる脂肪酸金属塩としては、延展しやすく、疎水化度が最も高い
ステアリン酸亜鉛が好ましい。
【００２５】
［ポリエチレン及びポリプロピレンの少なくとも一方］
　潤滑剤粒子には、酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上である、ポリエチレン及びポリプロピレ
ンの少なくとも一方が含有される。すなわち、潤滑剤粒子には、ポリエチレン及びポリプ
ロピレンの両方が含有されても良い。
【００２６】
（ポリエチレン）
　本発明に係るポリエチレンとは、酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上である変性ポリエチレン
をいう。
　本発明に係るポリエチレンとしては、例えば、酸化ポリエチレン、及び酸性基を有する
ポリエチレン（酸変性ポリエチレン）等が挙げられる。
【００２７】
　酸化ポリエチレンは、変性前の酸価が０ｍｇＫＯＨ／ｇのポリエチレン（以下、「未変
性ポリエチレン」という。）を直接酸化して得られる。酸化ポリエチレンは、公知の方法
によって製造することができ、例えば、特開２００４－７５７４９号公報、特開平１１－
８０２５２号公報、特開平１０－２７９６２４号公報、特開平０４－３２８１０８号公報
、特開平０１－０２２９０５号公報及び特表２０１０－５１５８１９号公報に記載の方法
によって製造することが可能である。
【００２８】
　酸性基を有するポリエチレンにおける酸性基としては、例えば、カルボキシ基、カルボ
ン酸無水物基及びヒドロキシ基等が含まれる。酸性基は、１種でも良いし２種以上でも良
い。
　酸性基を有するポリエチレンは、例えば、酸性基を有する酸性モノマーとエチレンとの
共重合体によって調製できる。酸性基を有するポリエチレンとしては、例えば、不飽和カ
ルボン酸とエチレンを共重合して得られる共重合ポリエチレン、及び、不飽和無水カルボ
ン酸とエチレンを共重合して得られる共重合ポリエチレン等が挙げられる。また、酸性モ
ノマーは、例えば、（メタ）アクリロイル基を有する化合物のように、炭素間二重結合と
酸性基とを有する化合物である。酸性モノマーとしては、例えば、マレイン酸、アクリル
酸、無水マレイン酸及びメタクリル酸等が含まれる。
　酸性基を有するポリエチレンは、公知の方法（酸変性）によって製造することができ、
例えば、特開２０１４－１９８８４７号公報、特開２０１１－１６２７９７号公報、特開
２００３－２５２９２７号公報、特開２０００－２６４９０号公報及び特表平９－５０６
６５８号公報が含まれる。
【００２９】
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（ポリプロピレン）
　本発明に係るポリプロピレンとは、酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上である変性ポリプロピ
レンをいう。
【００３０】
　本発明に係るポリプロピレンの製造方法としては、変性前の酸価が０ｍｇＫＯＨ／ｇの
ポリプロピレン（以下、「未変性ポリプロピレン」という。）に無水マレイン酸をグラフ
ト重合することにより変性させる方法を挙げることができる。また、プロピレンと、アク
リル酸、メタクリル酸又は無水マレイン酸とを共重合することにより酸変性させる方法を
挙げることができる。
【００３１】
　未変性ポリプロピレンとしては、例えば、ポリプロピレン単独重合体、エチレン－プロ
ピレンランダム共重合体、エチレン－プロピレンブロック共重合体、エチレン－α－プロ
ピレン共重合体、プロピレン－α－プロピレン共重合体等を使用できる。
【００３２】
　なお、ポリプロピレンの酸価は、上記グラフト重合・共重合に用いられる無水マレイン
酸、アクリル酸、メタクリル酸等の酸モノマーの、未変性ポリプロピレンに対する添加比
率を調整することにより、所望の値に制御することができる。
【００３３】
（酸価）
　酸価は、ポリエチレン又はポリプロピレン１ｇ中の酸成分の中和に必要なＫＯＨの量（
ｍｇ）を示す値である。
【００３４】
　本発明に係るポリエチレン及びポリプロピレンの酸価は、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上である
。また、ポリエチレン及びポリプロピレンの酸価は、４１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であること
が好ましく、１１～４１ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲内であることがより好ましい。ポリエチレ
ン及びポリプロピレンの酸価が４１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であると、感光体とポリエチレン
及びポリプロピレンとの接着力が大きくなり過ぎず、潤滑剤の入れ替わりが十分に進み、
画像ボケの発生を抑制しやすくなる。
【００３５】
　酸価は、ＪＩＳ　Ｋ００７０で規定される試験方法によって求めることができる。酸価
は、例えば、ポリエチレン骨格又はポリプロピレン骨格中への酸性基の導入量や、異なる
酸価を有するポリエチレン又はポリプロピレンの混合等によって調整できる。
【００３６】
（その他の物性）
　ポリエチレン及びポリプロピレンの数平均分子量は、１０００～１００００の範囲内で
あることが好ましい。ポリエチレン及びポリプロピレンの数平均分子量が１０００以上で
あると、画像形成装置の動作時において、ポリエチレン及びポリプロピレンが感光体に融
着せず、潤滑剤の塗布厚を一定にすることができる。一方、ポリエチレン及びポリプロピ
レンの数平均分子量が１００００以下であると、ポリエチレン及びポリプロピレン分子内
の極性基の運動が制限されず、感光体表面の極性基との相互作用が大きくなり、感光体に
対するポリエチレン及びポリプロピレンの付着力が十分となる。
【００３７】
　また、ポリエチレン及びポリプロピレンの融点は、１００～１６０℃の範囲内であるこ
とが好ましい。ポリエチレンの融点が１００℃以上であると、画像形成装置の作動持にお
いて、ポリエチレン及びポリプロピレンが感光体に融着せず、潤滑剤の塗布厚を一定にす
ることができる。一方、ポリエチレン及びポリプロピレンの融点が１６０℃以下であると
、ポリエチレン及びポリプロピレン分子内の極性基の運動が制限されず、感光体の極性基
との相互作用が大きくなり、感光体に対するポリエチレン及びポリプロピレンの付着力が
十分となる。
【００３８】
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《トナー母体粒子》
　本発明の静電荷像現像用トナーの製造方法に用いられるトナー母体粒子としては、公知
のトナー母体粒子を用いることができる。このようなトナー母体粒子は、具体的には少な
くとも結着樹脂（以下、「トナー用樹脂」ともいう。）及び着色剤を含有してなる。また
、このトナー母体粒子には、必要に応じて、更に離型剤及び荷電制御剤等の他の成分を含
有させることもできる。
【００３９】
（結着樹脂（トナー用樹脂））
　トナー母体粒子を構成する結着樹脂としては、熱可塑性樹脂を用いることが好ましい。
【００４０】
　このような結着樹脂としては、一般にトナーを構成する結着樹脂として用いられている
ものを特に制限なく用いることができ、具体的には、例えば、スチレン系樹脂やアルキル
アクリレート及びアルキルメタクリレート等のアクリル系樹脂、スチレンアクリル系共重
合体樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂、オレフィン系樹脂、アミド樹脂及びエポ
キシ樹脂等が挙げられる。
【００４１】
　この中でも、溶融特性が低粘度で高いシャープメルト性を有するスチレン系樹脂、アク
リル系樹脂、スチレンアクリル系共重合体樹脂、及びポリエステル樹脂が好適に挙げられ
る。主要樹脂として、スチレンアクリル系共重合体樹脂を５０質量％以上用いることが好
ましい。これらは１種又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４２】
　また、結着樹脂を得るための重合性単量体としては、例えばスチレン、メチルスチレン
、メトキシスチレン、ブチルスチレン、フェニルスチレン及びクロロスチレン等のスチレ
ン系単量体；メチルアクリレート、エチルアクリレート、ブチルアクリレート及びエチル
ヘキシルアクリレート等のアクリル酸エステル系単量体；メチルメタクリレート、エチル
メタクリレート、ブチルメタクリレート及びエチルヘキシルメタクリレート等のメタクリ
ル酸エステル系単量体；アクリル酸、メタクリル酸及びフマル酸等のカルボン酸系単量体
等を使用することができる。これらは１種又は２種以上を組み合わせて用いることができ
る。
【００４３】
　トナー母体粒子を構成する結着樹脂としては、低温定着化の観点からガラス転移点温度
（Ｔｇ）が３０～５０℃であることが好ましい。ガラス転移点温度がこの範囲内であると
低温定着性と耐熱保管性が良好となる。
【００４４】
　結着樹脂のガラス転移点温度の測定は、「ダイアモンド　ＤＳＣ（Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｄ
ＳＣ）」（パーキンエルマー社製）を用いて行うことができる。
　測定手順としては、結着樹脂３．０ｍｇをアルミニウム製パンに封入し、ホルダーにセ
ットする。リファレンスは空のアルミニウム製パンを使用する。測定条件としては、測定
温度０～２００℃、昇温速度１０℃／分、降温速度１０℃／分で、加熱－冷却－加熱（Ｈ
ｅａｔ－Ｃｏｏｌ－Ｈｅａｔ）の温度制御で行い、その２回目の加熱（２ｎｄ．Ｈｅａｔ
）におけるデータを基に解析を行う。
【００４５】
　ガラス転移点温度は、第１の吸熱ピークの立ち上がり前のベースラインの延長線と、第
１のピークの立ち上がり部分からピーク頂点までの間で最大傾斜を示す接線を引き、その
交点をガラス転移点として示す。
【００４６】
　トナーのガラス転移点温度（Ｔｇ）は、測定試料をトナーとして上記と同様の方法によ
って測定されるものである。
【００４７】
　更に、結着樹脂の軟化点温度が８０～１３０℃の範囲内であることが好ましく、より好
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ましくは９０～１２０℃である。軟化点温度は、フローテスター「ＣＦＴ－５００Ｄ」（
島津製作所製）によって測定することができる。
【００４８】
　軟化点温度は、以下のように測定される。
　まず、温度２０±１℃、相対湿度５０±５％ＲＨの環境下において、試料１．１ｇをシ
ャーレに入れ平らにならし、１２時間以上放置した後、成型器「ＳＳＰ－１０Ａ」（島津
製作所製）によって３８２０ｋｇ／ｃｍ２の力で３０秒間加圧し、直径１ｃｍの円柱型の
成型サンプルを作製し、次いで、この成型サンプルを、温度２４±５℃、湿度５０±２０
％ＲＨの環境下において、フローテスター「ＣＦＴ－５００Ｄ」（島津製作所製）により
、荷重１９６Ｎ（２０ｋｇｆ）、開始温度６０℃、予熱時間３００秒間、昇温速度６℃／
分の条件で、円柱型ダイの穴（１ｍｍ径×１ｍｍ）より、直径１ｃｍのピストンを用いて
予熱終了時から押し出し、昇温法の溶融温度測定方法でオフセット値５ｍｍの設定で測定
したオフセット法温度Ｔ０ｆｆｓｅｔが、試料の軟化点とされる。
【００４９】
　トナーの軟化点温度は、測定試料をトナーとして上記と同様の方法によって測定される
ものである。
【００５０】
（着色剤）
　トナー母体粒子を構成する着色剤としては、公知の無機又は有機着色剤を使用すること
ができる。
【００５１】
　また、着色剤の添加量はトナー全体に対して１～３０質量％、好ましくは２～２０質量
％の範囲とされる。
【００５２】
（離型剤）
　トナー母体粒子には、離型剤が含有されていても良い。離型剤としては、特に限定され
るものではなく、例えば、ポリエチレンワックス、酸化型ポリエチレンワックス、ポリプ
ロピレンワックス、酸化型ポリプロピレンワックス等の炭化水素系ワックス、カルナウバ
ワックス、脂肪酸エステルワックス、サゾールワックス、ライスワックス、キャンデリラ
ワックス、ホホバ油ワックス及び蜜ろうワックス等を挙げることができる。
【００５３】
　トナー母体粒子中における離型剤の含有割合としては、トナー母体粒子形成用結着樹脂
１００質量部に対して通常１～３０質量部とされ、より好ましくは、５～２０質量部の範
囲内とされる。
【００５４】
（荷電制御剤）
　トナーには、荷電制御剤が含有されていても良い。例えば、サリチル酸誘導体の亜鉛や
アルミニウムによる金属錯体（サリチル酸金属錯体）、カリックスアレーン系化合物、有
機ホウ素化合物、及び含フッ素４級アンモニウム塩化合物等を挙げることができる。
【００５５】
　トナー母体粒子中における荷電制御剤の含有割合としては、結着樹脂１００質量部に対
して通常０．１～５．０質量部の範囲とされる。
【００５６】
（トナー母体粒子の製造方法）
　本発明の静電荷像現像用トナーの製造方法は、トナー母体粒子に外添剤として潤滑剤粒
子を添加するものであるが、当該トナー母体粒子を製造する方法としては、混練粉砕法、
懸濁重合法、乳化凝集法、溶解懸濁法、ポリエステル伸長法及び分散重合法等が挙げられ
る。
【００５７】
　これらの中でも、高画質化、高安定性に有利となる粒径の均一性、形状の制御性、コア
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・シェル構造形成の容易性の観点より、乳化凝集法を採用することが好ましい。
【００５８】
　乳化凝集法は、界面活性剤や分散安定剤によって分散された樹脂微粒子の分散液を、必
要に応じて着色剤微粒子等のトナー母体粒子構成成分の分散液と混合し、凝集剤を添加す
ることによって所望のトナーの粒径となるまで凝集させ、その後又は凝集と同時に、樹脂
微粒子間の融着を行い、形状制御を行うことにより、トナー母体粒子を製造する方法であ
る。
【００５９】
　ここで、樹脂微粒子を、任意に離型剤、荷電制御剤等の内添剤を含有したものとしても
良く、組成の異なる樹脂よりなる２層以上の複数層で構成された複合粒子とすることもで
きる。
【００６０】
　また、凝集時に、異種の樹脂微粒子を添加し、コア・シェル構造のトナー母体粒子とす
ることもトナー構造設計の観点から好ましい。
【００６１】
　樹脂微粒子は、例えば、乳化重合法、ミニエマルション重合法、転相乳化法等、又はい
くつかの製法を組み合わせて製造することができる。樹脂微粒子に内添剤を含有させる場
合には、中でもミニエマルション重合法を用いることが好ましい。
【００６２】
　本発明に係るトナー母体粒子の体積基準平均粒径は、５．０～８．０μｍの範囲内であ
ることが好ましい。トナー母体粒子の体積基準平均粒径がこの範囲内であると高精細な画
像を得ることができる。
【００６３】
　トナー母体粒子の平均円形度（形状係数）は、流動性向上の観点から、０．９３０～０
．９９０が好ましく、より好ましくは０．９５５～０．９８０である。
【００６４】
（トナー母体粒子の平均円形度及び体積基準平均粒径の測定法）
　平均円形度及び体積基準平均粒径は、フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－２１００」
（シスメックス社製）を用いて測定することができる。具体的には、トナーを界面活性剤
入り水溶液にてなじませ、超音波分散処理を１分間行って分散させた後、「ＦＰＩＡ－２
１００」（シスメックス社製）によって、測定条件ＨＰＦ（高倍率撮像）モードにて、Ｈ
ＰＦ検出数３０００～１００００個の適正濃度で撮影を行い、平均円形度と体積基準平均
粒径を測定することができる。
【００６５】
　円形度については、個々のトナー母体粒子について下記式（１）により、円形度を算出
し、平均円形度を算出する。ここで、「円相当径」とは粒子像と同じ面積を有する円の直
径をいう。
　　式（１）：円形度＝円相当径から求めた円の周囲長／粒子投影像の周囲長
【００６６】
《トナー母体粒子への潤滑剤粒子の添加方法》
　上記した潤滑剤粒子や後述するその他の外添剤を、乾燥処理したトナー母体粒子に添加
、混合することにより、静電荷像現像用トナーを製造することができる。
　添加方法としては、乾燥されたトナー母体粒子に外添剤を粉体で添加する乾式法が挙げ
られ、混合装置としては、ヘンシェルミキサーやコーヒーミル等の機械式の混合装置が挙
げられる。
【００６７】
《その他の外添剤》
　トナー母体粒子には、上記潤滑剤粒子の他にトナーとしての帯電性能や流動性を向上さ
せる観点から、その表面に公知の無機微粒子や有機微粒子等を外添剤として添加すること
が好ましい。その他の外添剤をトナー母体粒子に添加するタイミングとしては、トナー母
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体粒子に潤滑剤粒子を添加する前であっても良いし、トナー母体粒子に潤滑剤粒子を添加
した後であっても良い。
【００６８】
　無機微粒子としては、例えば、シリカ、チタニア又はアルミナ等の無機酸化物微粒子を
使用することが好ましく、更に、それらはシランカップリング剤やチタンカップリング剤
等によって疎水化処理されていることが好ましい。
【００６９】
　有機微粒子としては、例えば、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート又はスチレン
－メチルメタクリレート共重合体等の重合体を使用することができる。
【００７０】
　上記無機微粒子や有機微粒子の含有量としては、その合計が、トナー母体粒子１００質
量部に対して０．０５～５質量部の範囲内であることが好ましく、より好ましくは０．１
～３質量部の範囲内である。
【００７１】
　また、トナー母体粒子には、感光体表面の研磨効果を高める目的で、研磨効果の高い金
属酸化物微粒子を外添剤として添加することも好ましい。研磨効果の高い金属酸化物微粒
子としては、例えば、個数平均一次粒径が１００～３００ｎｍの範囲内であるシリカ微粒
子、アルミナ微粒子、酸化セリウム微粒子、チタン酸カルシウム微粒子又はチタン酸スト
ロンチウム微粒子が好ましい。これらの中でも、チタン酸カルシウム微粒子又はチタン酸
ストロンチウム微粒子が特に好ましい。
　これらの金属酸化物微粒子は、トナー母体粒子に外添剤として含有されることによって
、クリーニングブレード先端部分に堆積して研磨剤として感光体表面のリフレッシュ効果
を発揮する。すなわち、感光体上に延展された過剰の脂肪酸金属塩を研磨することで感光
体表面の黒点状の画像不良の発生を抑制する効果や放電生成物を除去する効果があり、ま
た、トナーの流動性や帯電性能を制御する効果も有している。
【００７２】
　また、これらの研磨効果のある金属酸化物微粒子の含有量は、トナー母体粒子１００質
量部に対して０．０５～５質量部の範囲内であることが好ましく、より好ましくは０．１
～３質量部の範囲内である。
【００７３】
　また、これらの金属酸化物微粒子は、耐熱保管性及び環境安定性の観点から、シランカ
ップリング剤やチタンカップリング剤、高級脂肪酸、シリコーンオイル等によって表面処
理が施されていることが好ましい。
【００７４】
《現像剤》
　本発明の方法で製造される静電荷像現像用トナーは、磁性又は非磁性の一成分現像剤と
して使用することもできるが、キャリアと混合して二成分現像剤として使用しても良い。
二成分現像剤として使用する場合におけるキャリアとしては、鉄、フェライト又はマグネ
タイト等の金属、及び、それらの金属とアルミニウム又は鉛等の金属との合金等の従来公
知の材料からなる磁性粒子を用いることができ、特にフェライト粒子が好ましい。また、
キャリアとしては、磁性粒子の表面を樹脂等の被覆剤で被覆した樹脂被覆キャリア（コー
トキャリア）や、バインダー樹脂中に磁性体微粉末を分散してなるバインダー型キャリア
等を用いても良い。
【００７５】
　樹脂被覆キャリアを構成する被覆樹脂としては、特に限定はないが、例えばオレフィン
系樹脂、スチレン系樹脂、スチレン－アクリル系樹脂、アクリル系樹脂、シリコーン系樹
脂、エステル樹脂又はフッ素樹脂等が挙げられる。また、バインダー型キャリアを構成す
るバインダー樹脂としては、特に限定されず公知のものを使用することができ、例えばス
チレン－アクリル系樹脂、ポリエステル樹脂、フッ素樹脂又はフェノール樹脂等を使用す
ることができる。これらの中では、帯電性及び耐久性の観点から、スチレン－アクリル系
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樹脂やアクリル系樹脂で被覆した樹脂被覆キャリアが好ましい。
【００７６】
　キャリアは、高画質の画像が得られること、及びキャリア付着が抑制されることから、
その体積平均粒径が２０～１００μｍの範囲内であることが好ましく、更に好ましくは２
５～８０μｍの範囲内である。キャリアの体積平均粒径は、代表的には湿式分散機を備え
たレーザー回折式粒度分布測定装置「ヘロス（ＨＥＬＯＳ）」（シンパテック社（Ｓｙｍ
ｐａｔｅｃ）製）により測定することができる。
【実施例】
【００７７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれにより限定されるもの
ではない。
【００７８】
《トナー母体粒子の作製》
（１）樹脂微粒子の作製
（１－１）コア部用樹脂微粒子〔１〕の分散液の調製
　下記に示す第１段重合、第２段重合及び第３段重合を経て多層構造を有するコア部用樹
脂微粒子〔１〕を作製した。
【００７９】
（ａ）第１段重合（樹脂微粒子〔Ａ１〕の分散液の調製）
　撹拌装置、温度センサー、冷却管及び窒素導入装置を取り付けた反応容器に、ポリオキ
シエチレン－２－ドデシルエーテル硫酸ナトリウム４質量部をイオン交換水３０４０質量
部に溶解させた界面活性剤溶液を仕込み、窒素気流下２３０ｒｐｍの撹拌速度で撹拌しな
がら、内温を８０℃に昇温させた。この界面活性剤溶液に、重合開始剤（過硫酸カリウム
：ＫＰＳ）１０質量部をイオン交換水４００質量部に溶解させた重合開始剤溶液を添加し
た。次いで、温度を７５℃とした後、スチレン５３２質量部、ｎ－ブチルアクリレート２
００質量部、メタクリル酸６８質量部及びｎ－オクチルメルカプタン１６．４質量部から
なる単量体混合液を１時間かけて滴下し、この系を７５℃にて２時間にわたり加熱、撹拌
することによって重合（第１段重合）を行い、樹脂微粒子〔Ａ１〕の分散液を調製した。
なお、第１段重合で調製した樹脂微粒子〔Ａ１〕の重量平均分子量（Ｍｗ）は１６５００
であった。
【００８０】
　重量平均分子量（Ｍｗ）の測定は、「ＨＬＣ－８２２０」（東ソー社製）及びカラム「
ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ＋ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｍ３連」（東ソー社製
）を用いた。カラム温度を４０℃に保持しながら、キャリア溶媒としてテトラヒドロフラ
ン（ＴＨＦ）を流速０．２ｍＬ／ｍｉｎで流した。測定試料を室温において超音波分散機
を用いて５分間処理を行う溶解条件で濃度１ｍｇ／ｍＬになるようにテトラヒドロフラン
に溶解させ、次いで、ポアサイズ０．２μｍのメンブランフィルターで処理して試料溶液
を得た。この試料溶液１０μＬを上記のキャリア溶媒とともに装置内に注入し、屈折率検
出器（ＲＩ検出器）を用いて検出し、測定試料の有する分子量分布を単分散のポリスチレ
ン標準粒子を用いて測定した検量線を用いて算出した。検量線測定用の標準ポリスチレン
試料としては、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ社製の分子量が６×１０２、２．１
×１０３、４×１０３、１．７５×１０４、５．１×１０４、１．１×１０５、３．９×
１０６、８．６×１０５、２×１０６、４．４８×１０６のものを用い、少なくとも１０
点程度の標準ポリスチレン試料を測定し、検量線を作成した。また、検出器には屈折率検
出器を用いた。
【００８１】
（ｂ）第２段重合（樹脂微粒子〔Ａ２〕の分散液の調製：中間層の形成）
　撹拌装置を取り付けたフラスコ内において、スチレン１０１．１質量部、ｎ－ブチルア
クリレート６２．２質量部、メタクリル酸１２．３質量部及びｎ－オクチルメルカプタン
１．７５質量部からなる単量体混合液に、離型剤として、パラフィンワックス「ＨＮＰ－
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５７」（日本精蝋社製）９３．８質量部を添加し、９０℃に加温して溶解させた。
【００８２】
　一方、ポリオキシエチレン－２－ドデシルエーテル硫酸ナトリウム３質量部をイオン交
換水１５６０質量部に溶解させた界面活性剤溶液を９８℃に加熱した。この界面活性剤溶
液に、前述の樹脂微粒子〔Ａ１〕の分散液３２．８質量部（固形分換算）を添加し、循環
経路を有する機械式分散機「クレアミックス」（エム・テクニック社製）により、前記パ
ラフィンワックスを含有する単量体溶液を８時間混合分散させ、分散粒径３４０ｎｍを有
する乳化粒子を含む分散液を調製した。次いで、この乳化粒子分散液に、過硫酸カリウム
６質量部をイオン交換水２００質量部に溶解させた重合開始剤溶液を添加し、この系を９
８℃にて１２時間にわたり加熱撹拌することにより重合（第２段重合）を行い、樹脂微粒
子〔Ａ２〕の分散液を調製した。なお、第２段重合で調製した樹脂微粒子〔Ａ２〕の重量
平均分子量（Ｍｗ）は２３０００であった。
【００８３】
（ｃ）第３段重合（コア部用樹脂微粒子〔１〕の分散液の調製：外層の形成）
　上記樹脂微粒子〔Ａ２〕に、過硫酸カリウム５．４５質量部をイオン交換水２２０質量
部に溶解させた重合開始剤溶液を添加した。次いで、８０℃の温度条件下で、スチレン２
９３．８質量部、ｎ－ブチルアクリレート１５４．１質量部及びｎ－オクチルメルカプタ
ン７．０８質量部からなる単量体混合液を１時間かけて滴下した。滴下終了後、２時間に
わたり加熱撹拌することにより重合（第３段重合）を行った後、２８℃まで冷却しコア部
用樹脂微粒子〔１〕の分散液を得た。なお、コア部用樹脂微粒子〔１〕の重量平均分子量
（Ｍｗ）は２６８００、体積基準平均粒径は１２５ｎｍ、ガラス転移温度（Ｔｇ）は３０
．５℃であった。
【００８４】
（１－２）シェル層用樹脂微粒子〔１〕の分散液の調製
　上記コア部用樹脂粒子〔１〕の第１段重合において、スチレンを５４８質量部、ｎ－ブ
チルアクリレートを１５６質量部、メタクリル酸を９６質量部、ｎ－オクチルメルカプタ
ンを１６．５質量部に変更した単量体混合液を用いた以外は同様にして、重合反応及び反
応後の処理を行い、シェル層用樹脂微粒子〔１〕の分散液を調製した。なお、シェル層用
樹脂粒子〔１〕のＴｇは４９．８℃であった。
【００８５】
（２）着色剤微粒子分散液〔１〕の調製
　ドデシル硫酸ナトリウム９０質量部をイオン交換水１６００質量部に添加し、この溶液
を撹拌しながら、カーボンブラック「リーガル３３０Ｒ」（キャボット社製）４２０質量
部を徐々に添加した。次いで、撹拌装置「クレアミックス」（エム・テクニック社製）を
用いて分散処理することにより、着色剤微粒子が分散されてなる着色剤微粒子分散液〔１
〕を調製した。
【００８６】
　この着色剤微粒子分散液〔１〕における着色剤微粒子の粒径を電気泳動光散乱光度計「
ＥＬＳ－８００」（大塚電子杜製）を用いて測定したところ、１１０ｎｍであった。
【００８７】
（３）トナー粒子の作製
（ａ）コア部の形成
　コア部用樹脂微粒子〔１〕の分散液４２０質量部（固形分換算）と、イオン交換水９０
０質量部と、着色剤微粒子分散液〔１〕１００質量部とを、温度センサー、冷却管、窒素
導入装置及び撹拌装置を取り付けた反応容器に入れて撹拌した。反応容器内の温度を３０
℃に調整した後、この溶液に５モル／Ｌの水酸化ナトリウム水溶液を加えてｐＨを８～１
１に調整した。
【００８８】
　次いで、塩化マグネシウム・６水和物６０質量部をイオン交換水６０質量部に溶解した
水溶液を、撹拌下、３０℃にて１０分間かけて添加した。３分間放置した後に昇温を開始
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し、この系を８０分間かけて８０℃（コア部形成温度）まで昇温した。その状態でフロー
式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ２１００」（シスメックス社製）にて粒子の粒径を測定し、
粒子の体積基準平均粒径が５．８μｍになった時点で、塩化ナトリウム４０．２質量部を
イオン交換水１０００質量部に溶解した水溶液を添加して粒径成長を停止させた。更に、
熟成処理として液温度８０℃（コア部熟成温度）にて１時間にわたり加熱撹拌することに
より融着を継続させ、コア部〔１〕を形成した。なお、コア部〔１〕の円形度をフロー式
粒子像分析装置「ＦＰＩＡ２１００」（シスメックス社製）にて測定したところ０．９３
０であった。また、電界放出形走査電子顕微鏡「ＪＳＭ－７４０１Ｆ」（日本電子社製）
を用いて走査透過電子顕微鏡法にてコア部〔１〕を１００００倍にて観察し、着色剤が結
着樹脂に溶解し、着色剤分散微粒子が残っていないことを確認した。
【００８９】
（ｂ）シェル層の形成
　次いで、６５℃においてシェル層用樹脂微粒子〔１〕の分散液４６．８質量部（固形分
換算）を添加し、更に塩化マグネシウム・６水和物２質量部をイオン交換水６０質量部に
溶解した水溶液を、１０分間かけて添加した。その後、８０℃（シェル化温度）まで昇温
し、１時間にわたり撹拌を継続し、コア部〔１〕の表面に、シェル層用樹脂微粒子〔１〕
の粒子を融着させた。その後、８０℃（シェル熟成温度）で所定の円形度まで熟成処理を
行い、シェル層を形成させた。ここで、塩化ナトリウム４０．２質量部をイオン交換水１
０００質量部に溶解した水溶液を加え、８℃／分の条件で３０℃まで冷却し、生成した融
着粒子を濾過し、４５℃のイオン交換水で繰り返し洗浄した。その後、４０℃の温風で乾
燥することにより、コア部表面にシェル層を有する、体積基準平均粒径が５．９μｍ、Ｔ
ｇが３１℃のトナー母体粒子〔１〕を得た。このトナー母体粒子〔１〕の平均円形度は、
０．９６０であった。
【００９０】
《潤滑剤粒子１の調製》
　ステアリン酸亜鉛（脂肪酸金属塩）　７０質量部
　ポリプロピレン（酸価１８ｍｇＫＯＨ／ｇ：ハネウェルジャパンA-C 1325P）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　上記組成をヘシェルミキサー（日本コークス工業社製）で粉体混合し、これを設定温度
１２０℃のエクストルダー（スエヒロＥＰＭ社製）により熱混練し、混練物を得た。冷却
後、粗粉砕、微粉砕し、潤滑剤粒子１を得た。
【００９１】
《潤滑剤粒子２～２２の調製》
　上記潤滑剤粒子１の調製において、脂肪酸金属塩の種類、並びに、ポリエチレン及びポ
リプロピレンの少なくとも一方の酸価及び含有量を表１に記載のとおりに変更した以外は
同様にして、潤滑剤粒子２～２２を調製した。
【００９２】
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【表１】

【００９３】
《静電荷像現像用トナー１の調製》
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　トナー母体粒子〔１〕１００質量部に、潤滑剤粒子１を０．２質量部添加した。次いで
、小径シリカ微粒子（「ＲＸ－２００」ヒュームドシリカ ＨＭＤＳ処理 個数平均粒径１
２ｎｍ；日本アエロジル社製）を０．７５質量部、球状シリカ微粒子（「Ｘ－２４ ９６
００」ゾルゲル製法によるシリカ ＨＭＤＳ処理 個数平均粒径８０ｎｍ；信越化学社製）
を１．５０質量部添加し、ヘシェルミキサー（日本コークス工業社製）を用いて、撹拌羽
根周速を４０ｍ／秒、処理温度３０℃で１５分間混合した。その後、目開き９０μｍのふ
るいを用いて粗大粒子を除去することにより、静電荷像現像用トナー１を調製した。
【００９４】
《静電荷像現像用トナー２～２８の調製》
　上記静電荷像現像用トナー１の調製において、潤滑剤粒子の種類及び添加量を表２に記
載のとおりに変更した以外は同様にして、静電荷像現像用トナー２～２８を調製した。
【００９５】
《静電荷像現像用トナーの評価》
　上記のようにして調製した各静電荷像現像用トナーについて、以下の評価を行った。そ
の評価結果を表２に示す。
【００９６】
（１）画像濃度ムラ
　各静電荷像現像用トナーを用いて、温度２０℃、湿度５０％ＲＨの条件下で、画像形成
装置（ｂｉｚｈｕｂ　ＰＲＥＳＳ　Ｃ１１００、コニカミノルタ（株）製）にて下記のよ
うに印刷を行った。なお、画像形成装置のイメージングユニットに設置されている固定潤
滑剤は取り除いた。
【００９７】
　まず、用紙の搬送方向において画像の左半分が印字率１００％、右半分が印字率０％で
ある画像チャート（以下、「画像チャートＡ」という。）を、Ａ３サイズのＪペーパー（
コニカミノルタ製）に１００枚出力した。次に、全面に印字率４０％の単色ハーフトーン
画像である画像チャート（以下、「画像チャートＢ」という。）をＡ３サイズのＰＯＤグ
ロスコート紙（１２８ｇ／ｍ２）に１枚出力した。最後に、画像チャートＢを印刷した用
紙において、画像チャートＡの印字率１００％に対応する領域と、画像チャートＡの印字
率０％に対応する領域との間に印刷画像の濃度差があるか否かを確認し、以下の基準に基
づきランク分けして評価した。なお、各静電荷像現像用トナーについてそれぞれ２回ずつ
実験を行い、２回の実験で得られたランクの平均値を表２に示す。
【００９８】
　　ランク５：倍率２０倍のマイクロスコープを用いて拡大観察しても、印刷画像の濃度
差を確認できない
　　ランク４：目視では印刷画像の濃度差を確認できないが、倍率２０倍のマイクロスコ
ープを用いて拡大観察すれば印刷画像の濃度差を確認できる
　　ランク３：通常の目視では、印刷画像の濃度差を確認できないが、蛍光灯の直下に配
置した用紙に対して、約１０°斜め上方向から至近距離で凝視することにより印刷画像の
濃度差を確認できる
　　ランク２：どのような角度から用紙を観察しても、目視で印刷画像の濃度差を確認で
きる
　　ランク１：目視で印刷画像の濃度差が明瞭に確認できる
【００９９】
　また、上記２回の実験で得られたランクの平均値が、１以上３未満の場合を×、３以上
を合格とし、３以上３．５未満の場合を△、３．５以上５未満の場合を○、５の場合を◎
と判定し、その判定結果を表２に併せて示す。
【０１００】
（２）画像ボケ
　各静電荷像現像用トナーを用いて、温度３０℃、湿度８０％ＲＨの条件下で、画像形成
装置（ｂｉｚｈｕｂ　ＰＲＥＳＳ　Ｃ１１００、コニカミノルタ（株）製）にて下記のよ
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うに印刷を行った。なお、画像形成装置のイメージングユニットに設置されている固定潤
滑剤は取り除いた。
【０１０１】
　まず、印字率１０％の画像をＡ３サイズのＪペーパー（コニカミノルタ製）に１万枚出
力した直後に、画像形成装置の主電源を停止した。停止してから１２時間経過後に再び電
源を入れ、プリント可能状態になった後、直ちにＡ３サイズのＰＯＤグロスコート紙（１
２８ｇ／ｍ２）にハーフトーン画像（マクベス濃度計で相対反射濃度０．４）を１枚出力
するとともに、Ａ３サイズ全面の６ｄｏｔ格子画像を１枚出力した。印字画像の状態を目
視観察し、以下の基準に基づき評価した。なお、△以上を合格とした。
　　◎：ハーフトーン及び格子画像ともに画像ボケの発生がなく、良好
　　○：ハーフトーン画像に感光体長軸方向の薄い帯状の濃度低下が認められるが、更に
２枚出力後に画像ボケが解消
　　△：ハーフトーン画像に感光体長軸方向の薄い帯状の濃度低下が認められるが、更に
７枚出力後に画像ボケが解消
　　×：画像ボケによる格子画像の欠損又は線幅の細りが発生し、更に７枚出力後でも画
像ボケが解消せず
【０１０２】
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【表２】

【０１０３】
（３）まとめ
　表１及び表２に示すように、本発明に係る静電荷像現像用トナーは、比較例の静電荷像
現像用トナーに比べて、画像濃度ムラ及び画像ボケともに抑えられていることが分かる。
したがって、本発明によれば、潤滑剤を含有し、画像面内で印字率差の大きい画像を連続
して出力した場合においても画像品質の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーを製造で
きるといえる。
　また、静電荷像現像用トナー１～７の比較により、潤滑剤粒子の含有量が、トナー母体
粒子１００質量部に対して０．０１～２．００質量部の範囲内であると、画像濃度ムラ及
び画像ボケがより抑えられることが分かる。
　また、静電荷像現像用トナー１、８～１３の比較により、ポリエチレン及びポリプロピ
レンの少なくとも一方の含有量が、潤滑剤粒子１００質量部に対して３～５０質量部の範
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囲内であると、画像濃度ムラ及び画像ボケがより抑えられることが分かる。
　また、静電荷像現像用トナー１、１４～１７の比較により、ポリエチレン又はポリプロ
ピレンの少なくとも一方の酸価が、４１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であると、画像ボケがより抑
えられることが分かる。
　また、静電荷像現像用トナー１、２５の比較により、脂肪酸金属塩がステアリン酸亜鉛
であると、画像ボケがより抑えられることが分かる。
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